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１ 募集の目的

  川崎市域は、東海道や大山街道などの街道と宿場、川崎大師の参詣などにおける人

の往来と営みの中でその文化を育んできた歴史的な経過があります。とりわけ東海

道川崎宿は、重要な歴史的・文化的資源となっています。また、これまでに地域から

も東海道川崎宿の歴史、文化を学び、それを後世に伝え、地域活動・地域交流拠点と

なる施設の建設について提案・要望が出されてきました。 

こうした経過を踏まえ、川崎市（以下「市」という。）は、平成２３年３月に、「（仮

称）東海道まちづくり文化・交流拠点基本計画」（以下「基本計画」という。）を策定

し、東海道川崎宿に関する歴史、民俗等の資料の展示を行うとともに、市民相互の交

流を推進し、もって市民の文化の振興に寄与するため、平成２５年１０月に東海道か

わさき宿交流館（以下「交流館」という。）を開館しました。 

このたび、平成２９年度末で現在の指定管理期間が満了することに伴い、引き続き

施設の設置目的を効果的に達成しながら、安全かつ効率的な施設運営と更なる質の向

上を図るため、第２期の指定管理者を募集します。 

第２期指定管理期間内の平成３２年には、東京オリンピック・パラリンピックが開

催されます。また、川崎宿起立４００年（２０２３年）を見据え、交流館は、賑わい

と歴史文化の融合、及び新たな川崎の魅力の創造・発信の拠点としての機能強化が望

まれることから、川崎宿周辺地域全体の更なる活性化を目指し、地域団体等の活性化

とともに新たなまちづくりの担い手が生まれ、育まれる環境や機会、気運の醸成等が

必要と考えます。そのようなことから、第２期では、さらなる魅力の向上とともに、

東海道川崎宿のまちづくりに係る支援拠点としての積極的な提案を期待します。 

２ 対象施設の概要 

（１）施設概要等 

名称 東海道かわさき宿交流館 

位置 川崎市川崎区本町１丁目８番地４ 

構造・規模 鉄骨造 地上４階建（駐輪場との合築施設） 

敷地面積 ６５５．５３㎡ 

延べ床面積 １，０１２．８１㎡ 

施設内容 １階 展示室、休憩コーナー 他 

２階 展示室 他 

３階 展示室 他 

４階 第１集会室、第２集会室、談話室、事務室、交流スペース、

倉庫 他 

開設年月日 平成２５年１０月１日 

入館料 無料。ただし、４階の集会室、談話室は有料 



2

（２）設置条例 

東海道かわさき宿交流館条例（以下「条例」という。） 

（３）設置目的 

  交流館は、「東海道川崎宿に関する歴史、民俗等の資料の展示を行うとともに、市

民相互の交流を推進し、もって市民の文化の振興に寄与する」（条例第１条）ことを

目的として、設置します。 

（４）利用時間及び休館日 

交流館の利用時間及び休館日は次のとおりです。ただし、指定管理者は、必要と認

めるときはあらかじめ市長の承認を得て、利用時間を変更し、又は臨時に開館し、若

しくは休館することができます。 

３ 指定期間 

平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日までの５年間とします。ただし、管

理を継続することが適当でないと市が認める場合には、指定管理者の指定を取り消す

ことがあります。 

４ 指定管理業務開始までの主なスケジュール 

募集の告示 平成２９年９月１１日（月） 

募集要項等の配布 平成２９年９月１１日（月）～９月２７日（水） 

現地見学・説明会 原則行いませんが、希望する場合は御連絡ください。 

設計図書等の閲覧 原則行いませんが、希望する場合は御連絡ください。 

募集要項等に関する質

問の受付（電子メール）

平成２９年９月１１日（月）から 

９月２２日（金）午後３時まで 

募集要項等に関する質

問への回答 

随時 

申請書類の受付 平成２９年９月２１日（木）から９月２７日（水）まで

午前９時～正午及び午後１時～午後４時 

利用時間 午前９時から午後９時まで（集会室及び談話室以外の施設にあって

は午前９時から午後５時まで） 

休館日 集会室及

び談話室 

１２月２９日から翌年の１月３日までの日 

集会室及

び談話室

以外の施

設 

（１）月曜日。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和

２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休

日」という。）に当たるときは、当該日の直後の休

日でない日 

（２）１２月２９日から翌年の１月３日までの日（上記

（１）に掲げる日を除く。） 
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（９月２３日（土）及び２４日（日）は除く） 

指定管理者選定評価委

員会による審査 

平成２９年１０月２３日（月）予定午後６時半から 

※プレゼンテーション・ヒアリング 

指定管理予定者の決

定・選定結果の通知 

平成２９年１１月上旬予定 

議会による指定管理者

の指定 

平成２９年１２月議会 

協定の締結 平成３０年１月予定 

前指定管理者との引き

継ぎ 

平成３０年１月～３月 

指定管理業務の開始 平成３０年４月１日（日） 

 ※ このスケジュールは、選定の進捗状況により変更となる場合があります。 

５ 指定管理者が行う業務 

指定管理者は、次の業務（以下「指定管理業務」という。）を行うものとします。 

業務の詳細については、「東海道かわさき宿交流館指定管理仕様書」（以下「仕様書」 

という。）等に定めます。 

（１）事業に関する業務 

ア 東海道川崎宿に関する歴史、民俗等の資料の展示を行う業務（電子機器など 

の展示資料の追加を含む。） 

イ 東海道川崎宿に関する情報の収集及び提供に関する業務 

ウ 東海道川崎宿に関する活動の支援に関する業務 

（活動の場、人材、資金支援などの新たな提案事業を含む。）

エ 企画展示を行う業務 

オ その他施設の目的を達成するために必要な事業に関する業務 

（江戸文化イベントの開催などの提案事業を含む。）

（２）施設の運営に関する業務 

ア 受付に関する業務 

イ 案内に関する業務 

ウ 施設及び設備（以下「施設等」という。）を利用に供することに関する業務 

（３）施設等の維持管理に関する業務 

ア 施設等の保守管理に関する業務 

イ 備品等の管理に関する業務 

ウ 修繕に関する業務 

エ 施設等の保安警備に関する業務 

オ 施設等の清掃・環境衛生に関する業務 

カ 建築基準法第１２条に定めのある報告・検査に関する業務 

（４）その他施設の管理運営のために必要な業務 
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ア 総務・経理に関する業務 

イ 広報・宣伝に関する業務 

ウ 利用者意見等の把握に関する業務 

エ 東海道かわさき宿交流館運営委員会の運営に関する業務 

オ 運営に協力するボランティア等の人材の育成に関する業務 

カ 関係機関等との連絡調整に関する業務 

キ 各種統計等資料作成及び調査の回答に関する業務 

ク 自動販売機の設置及び管理に関する業務  

ケ 物品販売に関する業務 

コ 障害者来館時における駐車場配慮に関する業務 

サ 駐輪場との調整に関する業務 

シ 事業計画書の提出に関する業務 

ス 事業報告書の提出に関する業務 

セ セルフモニタリング等に関する業務 

６ 提案事業と自主事業 

指定管理者は、施設の利用目的の範囲内（条例の規定する業務の範囲内）で指定管

理者が予め市にその内容を提案し、市が施設の設置目的内であると判断して協定書

に記載した事業は、提案事業として指定管理料により事業を実施することができま

す。また、上記に該当しない場合においても、指定管理者は自主事業として事業を実

施することができますが、指定管理者が費用等を全て負担して実施するものとしま

す。さらに、設置目的外の場合は、行政財産の目的外使用許可を受けた上で、必要な

使用料を市に支払う必要があります。

なお、いずれにおいても、有料事業とする場合の料金設定は、市と協議の上、指定

管理者が決定するものとします。

※経理区分については、指定管理業務（提案事業を含む。）と自主事業を分けて計

上することとします。

協定書記載の業務 

＝指定管理業務（設置目的内）

本市が仕様書に掲げた業務 

提案事業（指定管理者が企画した業務） 

協定書記載以外の業務 

＝自主事業 

（指定管理者が企画した業務）

設置目的内⇒施設の使用許可による事業 

※協定書を変更し指定管理業務に加えた場合は

提案事業となる。 

設置目的外⇒施設の目的外使用許可による事業 

７ 業務の一括委託の禁止 

  指定管理者は、本業務を一括して第三者に委託することはできません。ただし、業
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務の一部（清掃業務、警備業務等）を第三者に委託することができます。その場合、

市内業者（川崎市内に本社を有する業者）の育成及び市内経済活性化を図るため、可

能な限り市内業者を活用してください。 

８ 業務に係る経費等 

（１）利用料金

指定管理者は、利用者が支払う利用料金について自らの収入とすることができ 

ます。利用料金の額は、条例第９条第３項に規定する金額の範囲内において、あら

かじめ市長の承認を得て、指定管理者が定めることとします。 

（２）指定管理料 

  ア 指定管理料の支払い 

指定管理料については、会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに、

指定管理者から提出された収支計画額を踏まえ、議会による予算の議決を経て、次

年度の年度協定を締結する中で決定します。なお、支払いの時期等は協議の上、年

度協定で定めるものとします。 

イ 指定管理料の上限額 

年間４１,１７７千円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

※ 上限額については、過去（平成２６～２８年度）の自動販売機２台分収入の

平均額を差し引いた額です。 

（３）事業実施による収入（提案事業及び自主事業） 

   指定管理者が企画・実施する事業の収入は、指定管理者の収入とします。事業計

画書において、創意工夫のもと具体的な事業計画を提案してください。指定管理者

から事業計画書において提案された事業の実施については、協定締結の際に改め

て協議するものとします。 

（４）指定管理料の精算 

   指定管理業務を事業計画書どおりに実施する中で、利用料金収入や事業収入の

増加、経費の節減など、指定管理者の経営努力により生み出された余剰金について

は、原則として精算による返還を求めません。また、利用料金収入の減少など、指

定管理者の運営に起因する不足額が生じた場合でも、原則として補てんは行いま

せん。 

   ただし、想定の範囲内を超える原材料費の高騰や災害等による大規模な損害等

が発生した場合は、協議の上対応を決定するものとします。 

   また、利用者等に応じて変動する光熱水費などの実費負担、催物などの実施回数

が協定回数を下回った場合、協定時に見込まれていない特段の事情が生じた場合

など、当初の協定金額どおり支払うことが合理的でない場合については、精算によ

る返還を求める場合があります。 
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９ 申請に必要な資格等 

（１）申請資格

  次のアからカの条件を満たす法人その他の団体（以下「団体」という。）が申請

することができます（法人格の有無は問いません。）。個人での申請はできません。 

複数の団体が共同事業体を結成又は特定目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）等

の設立を予定して、グループで申請する場合には、グループの構成員全員が次のア

からカの条件を満たすことを要します。 

また、同一団体又は同一グループによる複数の申請はできません。 

ア 団体又はその代表者が契約を締結する能力を有する者であること。ただし、破産

者については、復権を得ていない者を除く。 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定によ

り市における一般競争入札の参加を制限されていない者であること。 

ウ 市から指名停止処分を受けていない者であること。 

エ 団体又はその代表者が地方税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない

者であること。 

オ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立をしてい

ないか若しくは申立がなされていない者、又は民事再生法（平成１１年法律第 

２２５号）に基づく再生手続開始の申立をしていないか若しくは申立がなされて

いない者であること。 

カ 市と神奈川県警察の間で締結している「指定管理者制度における暴力団排除に

関する合意書」において排除措置の対象とされていないこと。 

 ※排除措置の対象となる場合 

（ア）法人等の役員等経営に関与する者（以下「役員等」という。）に、暴力団員又

は暴力団員でなくなって５年を経過していない者（以下「暴力団員等」という。）

が含まれている場合  

（イ）法人等又は役員等が暴力団又は暴力団員等を使用している場合  

（ウ）法人等又は役員等が暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品その他財産上

の利益を供与している場合  

（エ）法人等又は役員等が暴力団又は暴力団員等と密接な交際をしている場合  

（オ）法人等又は役員等が暴力団又は暴力団員等が実質的に支配している法人その 

他の団体を利用している場合 

（２）グループの構成員に関する条件 

ア 構成員の中から、代表者となる団体を決めるものとします。 

イ 申請書類の提出後、指定管理者に指定された場合は当該指定管理者の債務の履

行終了まで、指定管理者とならなかった場合は選定結果の通知を得るまで、グル

ープの代表者及び構成員の変更は原則として認めません。ただし、事前に市の承

認を受けた場合はこの限りではありません。 
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ウ 指定管理者に指定された場合は、グループの構成員は指定管理者としての業務

の遂行及び業務の遂行に伴う債務の履行に関し、連帯して責任を負います。 

エ グループの構成員となった団体は、その団体単独又は異なるグループの構成員

として申請を行うことはできません。 

（３）留意事項 

ア 申請書類の提出をもって募集要項及び仕様書等の記載内容を承諾したものとみ

なします。 

イ 提出期間終了後の申請書類の再提出及び差換えは原則として認められません。

ただし、市から書類の不足、不備の補完、内容不明点の回答のほか、必要に応じ

追加資料の提出を求められる場合はこの限りではありません。 

ウ 申請書類に虚偽の記載をした場合は、失格とします。 

エ 申請１団体（グループ）につき、事業計画書の提出は１組とします。複数の提

案はできません。 

オ 申請書類は、理由の如何を問わず返却しません。なお、申請書類は川崎市情  

報公開条例（平成１３年条例第１号）の対象となります。また、選定された法人

等の提案内容は市が公表できるものとします。 

カ 申請に関して必要となる費用は申請者の負担とします。 

キ 申請書類を提出した後に辞退する場合には、辞退届（様式９）を提出してくだ

さい。 

ク 申請団体の審査を行う上で、団体及びグループの構成員の運営する施設に対し

て、管理運営状況の調査・ヒアリング及び現地視察等を行う場合があります。 

ケ 指定管理者の審査に係る指定管理者選定評価委員会（※）の委員に対して、本

件提案についての接触を禁止します。接触の事実が認められたときは、失格とな

る場合があります。 

 ※ 指定管理者選定評価委員会：市における公の施設への指定管理者制度の導入

や指定管理予定者の審査等を行う機関。 

10 申請手続 

（１）指定管理者募集説明会 

  原則、現地説明会は開催しませんが、希望する場合は、川崎区役所地域振興課ま 

でご連絡ください。 

（２）質問事項 

質問がある場合には、平成２９年９月１１日（月）から９月２２日（金）午後３時 

 までに、質問書（様式８）を電子メールで送付してください。電話、来訪による質問

は受け付けません。  

電子メール送信の際には、件名を「指定管理者募集質問事項」とし、開封確認等で 

着信を確認してください。  
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質問に対する回答は、内容を市の管理する公式ホームページ上に随時掲示します。 

（３）申請書類の提出 

申請に必要な書類を次のとおり受け付けます。 

ア 受付期間 

日時：平成２９年９月２１日（木）から９月２７日（水）まで 

午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで 

イ 提出場所 

 川崎市川崎区東田町８番地 川崎区役所７階 

 川崎市川崎区役所まちづくり推進部地域振興課 

ウ 提出方法 

直接持参してください。その他の方法（郵送、FAX 等）では一切受け付けません。 

11 申請に必要な書類 

申請しようとする団体は、次に掲げる書類を正１部、副１５部（副は複写可）の計

１６部、提出してください。 

また、すべての書類は、Ａ４版（両面印刷可）で作成し、２ページ以上になるもの

については、ページを振った上、フラットファイル（Ａ４）綴じ等にして、インデッ

クスを貼付するものとします。また申請書類のうち、様式類に関しては、電子データ

を併せて提出してください。 

 （Word、Excel、PDF 形式いずれかでの提出をお願いいたします。） 

申請書類に不備がある場合は、受け付けません。 

（１）指定申請書（様式１） 

グループによる申請の場合は、次の書類も提出してください。 

ア グループ（共同事業体・ＳＰＣ等）構成団体届出書（様式２－１） 

イ 指定管理者指定グループ申請委任状（様式２－２） 

（２）団体の概要（様式３） 

次の書類を添付して提出してください。グループによる申請の場合は、代表団体の

みでなく、各構成団体も提出してください。 

ア 定款又は寄附行為及び登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

※法人以外の団体にあっては、これらに相当する書類 

イ 過去２年間（平成２７年度及び平成２８年度）の事業実績書 

ウ 平成２８年度及び平成２９年度の事業計画書及び収支予算書 

エ 過去２年間（平成２７年度及び平成２８年度）の財産目録、貸借対照表及び損

益計算書、収支計算書又は活動計算書 

オ 役員名簿及び履歴書 

カ 組織及び運営に関する事項を記載した書類 

キ 現に行っている業務の概要を記載した書類 
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ク 過去２年間（平成２７年度及び平成２８年度）の各年度末の常勤役員数、従業

員数、非常勤従業員数（パートタイマー、アルバイト）等の人員表（法人以外の

団体にあっては、これらに相当する人員表） 

ケ 法人にあっては、過去２年間（平成２７年度及び平成２８年度）の法人税、法

人市民税、消費税及び地方消費税等の納税証明書（申請の日が属する事業年度に

設立された法人等にあっては不要） 

（３）宣誓書（様式４－１）（申請資格及び提出書類に偽りのないことの確認用） 

（４）指定管理者制度における暴力団排除に関する合意書に基づく個人情報の外部提 

   供同意書（様式４－２） 

（５）コンプライアンス（法令順守）に関する申告書（様式４－３） 

（６）指定管理に係る事業計画書（様式５） 

（７）指定期間に属する平成３０年度から平成３４年度までの交流館の指定管理に係

る各年度の収支予算書及び利用料金収入見積書（様式６） 

12 指定管理予定者選定の基準等 

（１）選定方針 

審査は、公募型提案方式により行います。 

学識経験者等からなる指定管理者選定評価委員会において、申請書類の提案審査を

行います。なお、審査に際して申請者による提案内容のプレゼンテーションを実施し

ます。 

プレゼンテーションについては、「事業計画書」（「11 申請に必要な書類（６）」を参

照）を中心に行っていただきます。申請者が１団体であっても指定管理者選定評価委

員会で審査し、施設管理者としての適否を判断します。日程については、１０月４日

（水）を予定しています。 

審査結果を参考に、市長が指定管理予定者を決定し、その後、市議会の議決を経て、

市が指定します。 

なお、審査については、次の審査の視点を踏まえ、申請者の施設運営能力を多面的

に把握して行います。 

【審査の視点】 

ア 明確性 適切な用語・表現を用いて、分かりやすく論理的に説明されているこ

と。 

イ 魅力度 提案内容が魅力的又は妥当なものであること。 

ウ 具体性 抽象的ではなく具体的・客観的な提案となっていること。 

エ 実現性 提案内容を確実に実施できることが論証されていること。 

オ 独自性 他の申請者と差別化できる内容となっていること。 

カ 一貫性 提案内容全体が統一されていること。 

（２）審査基準 
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   審査基準、審査の観点及び配点ウエイトは次のとおりとします。 

（配点：合計１００点 基準点：配点合計の６０％を基準点とし、基準点未満の場

合は失格とします。） 

ア 事業目的の達成とサービス向上への取組について（配点５０点） 

  （ア）施設の管理運営方針や手法、利用方法等の考え方 

（イ）職員体制、研修計画、危機管理、安全・衛生管理の状況 

（ウ）事業計画、サービス向上策、利用促進策、広報・宣伝戦略、ボランティア等 

    の人材育成、満足度の把握 

（エ）他の事業者や地域、市民、学校等との連携等への考え方 

  （オ）物品販売、障害者来館時の駐車場配慮、提案事業及び自主事業の考え方 

イ 事業経営計画と管理経費縮減等への取組について（配点２５点） 

（ア）事業者の収支計画や見込の妥当性、利用料金等の設定の考え方 

（イ）管理経費や維持コスト等の縮減に対する考え方 

ウ 事業の安定性・継続性の確保への取組について（配点１０点） 

（ア）モニタリングについての考え方、主体的な業務改善に向けた具体的な取組 

（イ）事業のバックアップ体制 

エ 申請者自身についての評価（配点１０点） 

（ア）事業や施設等の管理を安定して行う能力への評価 

（イ）事業者の経営方針、経営状況、同種事業の運営実績、専門性の有無等 

オ 申請者の取組に関する事項（配点５点） 

（ア）環境など社会問題に対する認識や具体的な取組 

（イ）コンプライアンス（法令順守）や個人情報保護への認識や具体的な取組 

（３）選定結果等 

ア 選定結果については、書面にて通知します。 

イ 公平性、透明性等を図るため、選定結果及び審査内容の概要並びに選定された

団体の提案内容については市公式ホームページ上に公表します。（ただし、川崎

市情報公開条例に基づき、一部非公開となる場合があります。） 

（４）指定管理予定者について 

  ア 選考の結果、第１順位の指定管理予定者が理由なく調整に応じない場合は、市

は調整を打ち切ることとし、第１順位の指定管理予定者に通知を行うとともに、

第２順位の者と調整に入ります。 

  イ 第１順位の者が次のいずれかに該当し、指定管理予定者としての資格を取り

消されたときは、第２順位の者を指定管理予定者とし、協定の締結に向けた協議

を行います。 

（ア）指定管理者に指定することが不適当だと認められる事情が生じたとき。 

（イ）協定の締結に向けた協議が整わないと認められるとき。 
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13 協定の締結 

（１）協定の基本的な考え方 

市は、市議会での議決を経た後に、指定管理者を指定し、告示します。その後、市

は、指定管理者と細目について協議を行い、協議成立後、指定期間中の包括的な事項

を定める基本協定を締結します。 

なお、協定書は原則として指定管理仕様書に基づいて作成しますが、やむを得ない

事情があり、かつ双方が合意した場合は仕様書の内容を見直すことができるものと

します。また、各年度の実施事項を定める年度協定を締結します。 

指定管理者が共同事業体である場合には、協定の締結時に、構成員全員の同意書を、

代表者がとりまとめて、提出するものとします。 

（２）主な協定内容 

  ア 目的（指定管理者制度の趣旨）に関する事項 

  イ 指定期間に関する事項 

  ウ 基本的な業務の範囲とその基準に関する事項 

  エ 事業計画及び事業報告に関する事項 

  オ 事業実績評価に関する事項 

  カ 施設・設備等の利用料金に関する事項 

  キ 減免の取扱いに関する事項 

  ク 管理に要する費用に関する事項 

  ケ 指定管理料の支払額及び支払方法に関する事項 

  コ 施設・設備利用の許可に関する事項 

  サ 個人情報保護及び情報公開に関する事項 

  シ 物品の帰属に関する事項 

  ス 権利義務譲渡の禁止に関する事項 

  セ リスクの管理・分担に関する事項 

  ソ 修繕等の費用分担区分に関する事項 

  タ 個別業務の再委託に関する事項 

  チ モニタリング及び業務報告に関する事項 

  ツ 管理業務の継続が困難となった場合の措置に関する事項 

  テ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

  ト 保険の取扱いに関する事項 

  ナ 業務上知り得た事柄に対する守秘義務に関する事項 

  ニ その他市が必要と認める事項 

14 市と指定管理者のリスク分担に関すること 

  指定期間内における市と指定管理者の間におけるリスク分担については、仕様書

で示す考え方に基づくものとし、詳細については基本協定に定めます。 
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15 モニタリング及び事業評価等に関すること 

  市では、指定管理者自身によるセルフモニタリングを義務付けています。なお、別

途、市がモニタリング及び評価を実施します。指定管理業務についての、毎年度の市

による評価結果は、仕様書で示すとおり次期選定時の評価に反映するとともに、基準

を満たしていない時は、改善措置を講ずる等の指導を行います。 

16 業務の準備及び引継ぎ 

（１）業務の準備

指定管理者は、第２期指定管理の始期（平成３０年４月１日）から、円滑に事業

が実施できるよう準備を行うものとします。準備に関する期間、日程及びその方

法等については、市と指定管理者が協議して定めます。 

（２）業務の引継ぎ 

指定管理者は、指定期間終了又は指定の取消に伴い、次期指定管理者等に対して

行う業務の引継ぎについては、指定期間終了前に文書及び実務担当者による現場

説明を十分行うものとします。この場合の資料作成、説明等必要な費用は指定管理

者の負担とします。 

17 業務の継続が困難になった場合 

  指定管理者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合について

は、仕様書で示す考え方に基づくものとします。 

18 その他留意事項 

（１）コンプライアンス（法令順守） 

   過去２年間に次のような事由があった場合、市に報告する必要があります。なお、

該当事由がない場合も、その旨を報告する必要があります。 

  ア 市からの指名停止に該当する事由があった場合 

    （川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱に規定する措置要件への該当の

有無で判断） 

  イ 団体に次の事由があった場合 

    労働基準法、不正競争防止法、特定の業種の営業について特別の定めを置く法

律（食品衛生法、警備業法等（いわゆる「業法」））その他の法令の違反により、

公訴を提起され、又は、行政府による監督処分がなされたとき。 

  ウ 団体の役員又はその使用人による次の事由があった場合 

    業務上の贈賄、横領、窃取、搾取、器物損壊その他の指定管理者としての業務

の健全かつ適切な運営に重大な支障をきたす行為又はその恐れのある行為があ

ったとき。 
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   ※選定結果に関する通知が到着するまでの間は、本件提案に係る申請書類の提

出後であっても、上記ア～ウの事由が生じた場合は、速やかに市に書面で報告

してください。事由によっては、再審査を行う場合があります。 

（２）前受金の取扱い 

   当該事業年度外の施設使用許可に基づき、前納で利用料金を受領した場合には、

当該年度の利用料金収入とはできないものとします。また、次期指定管理者に業務

を引き継ぐ場合は、次年度分の前受金を引き渡すものとします。 

（３）業務の継続性の確保 

   災害等が発生し、又は発生する恐れがある場合における市の業務の継続性を確保

するために市が定める応急措置に関する計画を踏まえ、指定管理者が管理する施設

又は運営する事業について、業務の継続性を確保するよう努めるものとします。 

（４）指定管理者に貸与する物品の管理 

   川崎市物品会計規則の規定に基づき、適切に管理するものとします。 

（５）情報セキュリティ 

   指定管理者が公共施設予約情報システム（ふれあいネット）等、市の情報システ

ムを利用して業務を行う場合には、市の情報セキュリティ基準等を順守してくださ

い。 

（６）作業報酬の支払いについての規定 

   本業務は、川崎市契約条例（昭和３９年川崎市条例第１４号）に規定された「特

定契約制度」の対象となることから、市と指定管理者が締結する協定書には、作業

報酬に関する規定を設けるものとします。 

19 参考資料 

（１）東海道かわさき宿交流館条例 

（２）東海道かわさき宿交流館条例施行規則 

（３）（仮称）東海道まちづくり文化・交流拠点基本計画 

（４）川崎駅周辺における文化資源等を活用したまちづくりの考え方 

（５）施設概要 

（６）施設平面図 

（７）備品等管理台帳 

（８）来場者数など推移表 

20 問合せ先 

（１）住所 〒２１０－８５７０ 川崎市川崎区東田町８番地 

（２）担当課 川崎市川崎区役所まちづくり推進部地域振興課 

（担当 石川、町田、外山） 

（３）電話番号 ０４４－２０１－３１３６ 
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（４）FAX 番号  ０４４－２０１－３２０９ 

（５）電子メール 61tisin@city.kawasaki.jp 


